
 

 

 

 

2017 税制改正に向け、麻生財務大臣へ要請行動！ 
～ＪＲ二島会社・ＪＲ貨物をはじめとする税制支援措置の継続に加え、 

鉄道事業者に共通の租税特別措置の継続等について要請～ 

 

11 月 16 日、2017 税制改正に係る課題について、麻生太郎副総理・財務大臣・金融担当大臣に対

し、要請行動を実施した。内容は、2017 年３月に適用期限切れを迎えるＪＲ北海道・ＪＲ四国・Ｊ

Ｒ貨物の経営の根幹を支える極めて重要な税制特例措置（二島特例・承継特例・買換特例）や、Ｊ

Ｒ各社（鉄道事業者）に共通の各種税制特例措置（旅客新車特例・石油石炭税の重課分の還付措置

等）の適用期限延長を主とするものである。とりわけ、本日は財務省が所管する買換特例（法人税）

や石油石炭税に係る措置を主眼におき、必要性を強く訴えた【※詳細は別紙「要請書」参照】。 

今回の要請にはＪＲ連合執行部及びＪＲ各単組代表者が臨むとともに、ＪＲ連合国会議員懇談会

より、髙木義明会長（衆議院議員）、伴野豊副会長（衆議院議員）、榛葉賀津也副会長（参議院議員）、

小川淳也事務局長（衆議院議員）、長浜博行幹事（参議院議員）、岸本周平幹事（衆議院議員）、泉健

太幹事（衆議院議員）が同行した。組合員・家族等による「署名」についても、現段階で集約でき

ているものを持参し想いを届けた。 

 

冒頭、ＪＲ連合国会議員懇談会の髙木会長よ

り、自然災害や高齢化・人口減少等の厳しい環

境下でもＪＲ労使が努力を重ねてきたことや、

経営を支える税制特例措置の必要性等を訴えた。

そしてＪＲ連合の松岡会長からは、要請内容の

全体像を説明するとともに、ＪＲ二島会社・Ｊ

Ｒ貨物の経営の生命線とも言える税制特例措置

の適用延長を訴え、さらには財務省が管轄する

ＪＲ貨物に対する買換特例の内容を説明・要請。

続いてＪＲ連合の荻山副会長（ＪＲ西労組中央執行委員長・政策委員長）からは、鉄道事業者の共

通課題として、石油石炭税（鉄道事業では軽油）に上乗せされる税率分の還付措置についての説明・

要請を行った。また先般成立した「鉄道・運輸機構法の一部改正法」（財政投融資の利活用関係）に

触れ、新幹線ネットワークが日本経済・社会の発展に果たす意義を訴え、整備新幹線計画に向けて

財源確保も含めた支援を要請した。 

これに対し、麻生大臣からは、日本の鉄道網が世界に類例の無い誇るべきものであること、日本

列島における鉄道の有用性と技術力の高さ、今後の経済・社会における必要性の大きさ、そして安

全性や定時性という特性を活かした積極的な鉄道経営の必要性等についての言及・応答があった。 

ＪＲ連合は引き続き、この 2017 税制改正に向けたヤマ場において、各単組とともに、地方

議会の意見書採択や、組合員・家族による署名活動も含め、要望実現に向けて総力を傾注する！ 
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